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東京都特別区別平均寿命と人口・社会経済要因との関連
総合都市研究
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要約
東京都23特別区の平均寿命の現状を明確にし、平均寿命と 3大主要死因標準化死亡比
からみた人口要因、社会経済要因との相関関係性を明らかにすることを目的として調査し
た。
調査研究の対象地域は、東京都23特別区であり、 1990年の平均寿命と 1988年から 1993
年までの標準化死亡比について分析した。人口要因と社会経済学要因については、 1993
年に朝日新聞から報告された民力データベースを用いた。分析した説明変数は、人口要因
22項目と社会経済要因24項目である。
主な調査結果として、男女共に城東区において平均寿命が短い傾向がみられた。それに
対して城西地区の平均寿命は、城東地区に比べて長い傾向がみられた。平均寿命の最長最
短格差は、男性で、 2.7歳、女性で、 2.3歳であった。
東京都23特別区別平均寿命平均値をみると、男性は、 75.95歳、女性は、 81.83歳で
あった。男性で最も短い平均寿命は足立区の74.7歳であり、女性では足立区の80.7歳で
あった。男性で最も長命だったのは世田谷区の77.4歳であり、女性では目黒区、世田谷
区、杉並区の83.0歳であった。また、東京都23特別区別男性平均寿命と女性の平均寿命
との聞には、統計上有意な回帰状況がみられた。
主要死因標準化死亡比の平均値は、全国の平均値100と比べて、いずれも 100以下であ
り、全国値を下まわっていた。しかしながら、 23特別区別にその格差をみると、最大値
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値と最小値の格差は、心臓疾患で約2.5倍であった。
男性の平均寿命を従属変数とし、人口要因と社会経済要因を説明要因として重回帰分析
を実施した。男性の平均寿命は、 50-54歳代の人口比率が高いほど、単位人口当たりでみ
た就業者が多いほど、統計学的にみて有意に短かった。これらの説明変数によって、男性の
平均寿命の 88%が説明された。女性の平均寿命は、単位人口あたりで見た単身世帯が多い
ほど統計学的にみて有意に長く、人口当たりでみた従業者数が多いほど統計学的にみて有
意に短かった。これらの説明変数によって、女性の平均寿命の 78.1%が説明された。
このような課題を解決していくための前提条件としては、死亡率格差を規定する要因を
明確にし、それらのなかで制御可能要因に注目した調査研究をすすめていくことが重要で
あり、具体的な課題解決のためには、実態を数量的に明示し、解決策を住民と共に探り、
関係者や関係機関と共に共働した組織力を生かし、科学的に対処していく必要性が示唆さ
れた。また単に寿命を延ばすことだけを目標とするのではなく、質の高い寿命を延ばして
いくことが重要であることが考察された。
1 緒言
わが国における主要な死亡原因を経年的にみる
と、大きな変化を示してきた。第二次世界大戦後
における主要死亡原因は、それまでの結核などの
感染性疾患による死亡率が減少しつづけたのに対
して、脳血管障害、がん、心臓病などの生活習慣
病が増加してきた。現在ではこれら三大疾病が全
死亡総数の約六割を占めるまでに至っている。
一方、東京都における主要死因の経年的変遷を
全国値と比較すると、感染性疾患に代わって三大
主要死因が主要死因に移行した時期は、他の道府
県に比べて先行する傾向がみられていた。しかし
ながら、このような傾向は23特別区別にみると一
律同様な傾向を示したわけではなかった。
これまでに都市の健康水準の実態を明確にした
研究は、 1980年代に著者ら l，2)が報告したものと、
増子ら3) の報告、朝倉ら4) の報告、それに 1990年
代の横山5)の報告がある。しかしながら、東京都23
特別区別に平均寿命の実態をビジュアル化し、同
時に人口要因や社会経済要因との関連性を明確に
した研究は見あたらない。
都市の地域別にみた健康格差を是正していくた
めの基礎的な研究課題は、地域別にみた健康格差
を明確にするだけではなく、これら健康格差に寄
与する保健医療ないし社会経済学的要因を明確に
する研究実績を蓄積していくことである。健康格
差の制御要因が明確になれば、格差是正のために
必要となる研究結果に裏付けられた効果的で効率
的な計画を策定し、実際の対策と評価結果に基っ
くシステム改善を繰り返し、実際に格差を是正し
ていくことが可能になる。
本論文の研究目的は、東京都23特別区の平均寿
命の現状を明確にし、平均寿命と3大主要死因標準
化死亡比からみた人口要因、社会経済要因との相
関関係性を明らかにするとともに、平均寿命や死
亡率格差に寄与する要因を明らかにする実証疫学
研究のための基礎資料を得ることである。
2.研究方法
2. 1 調査対象区
調査研究の対象地域は、東京都23特別区である。
デ タの調査年次は、平均寿命については1993年
に厚生省から報告6) された 1990年のものであり、
標準化死亡比については、 1988年から 1993年ま
でのものである。人口要因と社会経済学要因につ
いては、 1993年に朝日新聞から提供された民力デー
タベース7) を用いた
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表1 調査分析した従属変数
1)男性平均寿命
2)女性平均寿命
3)男性がん標準化死亡比
4)女性がん標準化死亡比
2. 2 調査分析項目
分析した調査項目は、従属変数と説明変数に分
類される。従属変数は、男女別の平均寿命と三大
死因別標準化死亡比である。男女別にみた平均寿
命は、 1990年のものであり O歳の平均余命を示す。
がん、心臓病それに脳血管障害を含めた慢性退
行性疾患、つまり三大主要死因標準化死亡比のデ
タ年次は、 1988年から 1992年までの5年間の
死亡数を累積し、 1990年の人口構成によって標準
止したものである。男女別標準化死亡比 (Standard
Mortality Rate)は、対象地域人口の年齢構成割
合の違いによる死亡率の偏りを間接法によって標
準化したものである。
以上の分析項目のうち、平均寿命と標準化死亡
比のデータは、厚生省統計情報部から提供されて
いる、 WISH6)CWide-area Information-exchange 
System for Health and welfare administration) 
を用いた(表1)。
分析した説明変数は、人口要因と社会経済要因
とに分類される。人口要因は、国勢調査人口、年
齢階級別にみた各人口構成、昼間人口、住民基本
台帳、転入転出人口、国勢調査一般世帯と単身世
帯〉単位人口当たりの比率の22項目である(表7)。
分析した社会経済要因は、民力総合指数、単位
人口当たりでみた、民力水準、総面積、総事業所
数、就業者総数、一次産業人口、二次産業人口、三
次産業人口、小売商店数、スーパーマーケット数、
飲食庖数、金融機関庖舗数、農業粗生産額、工業
出荷額、商庖年間販売額、小売商庖販売額、全国
銀行預金残高額、課税所得額、所得格差、地方税
収入額、地税収入伸び率、歳出総額、乗用車保有
数、新規住宅着工戸数の単位人口当たりの比率の
24項目である(表8)。人口要因と、社会経済要因
5)男性脳血管障害標準化死亡比
6)女性脳血管障害標準化死亡比
わ男性心臓病標準化死亡比
8)女性心臓病標準化死亡比
のデータは、朝日新聞社から提供されている民力
データベース引を用いた。
2. 3 分析方法
東京都23特別区別にみた男女別にみた平均寿命
と三大死因の標準化死亡比の分布状況の分析には、
疫学的手法(記述疫学と分析疫学)を用いた。
平均寿命を規定する要因に関する分析では、多
変量解析法である重回帰分析を用いた。説明変数
は、単相関で統計上有意差がみられた要因の中か
ら、多重共線性を考慮して投入し、 F値による変数
増減法を用いた。以上の分析は、 HALBAUFOR 
WINDOWS V1.5 (現代数学社)8)を用いて行った。
3.結果
調査分析の結果は、 3.1東京都23特別区別健康
指標と人口要因、社会経済要因の基礎統計、 3.2東
京都23特別区別平均寿命と人口要因、社会経済要
因との関連性、 3.3東京都23特別区別男女別平均
寿命の規定要因に分けて述べる。
3. 1 東京都23特別区別健康指標と人口要因、
社会経済要因の基礎統計
ここでは、1)東京都23特別区別平均寿命と主
要死因の基礎統計と2)東京都23特別区別人口、社
会経済要因の基礎統計について述べる。
1)東京都23特別区別平均寿命と主要死因の基礎
統計
ここでは、 1-1)東京都23特別区別性別平均寿
命の分布特性、 1-2)東京都23特別区別平均寿命
の基礎統計、 1-3)東京都23特別区別主要死因標
準化死亡比の基礎統計、それにト4)東京都23特
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別区市町別平均寿命と主要死因の相関係数行列に 85 
関する基礎統計を示す。
ト1)東京都23特別区別性別平均寿命の分布特性
東京都の23特別区別に平均寿命の分布特性をみ
ると、男女共に城東区において短い傾向がみられ
た。それに対して城西地区の平均寿命は、城東地
区に比べて長い傾向がみられた、平均寿命の最長
最短格差は、男性で、 2.7歳、女性で、 2.3歳であ
った(図 1、図2)。
東京都23特別区別の平均寿命の男女別にみた相
関関係を図示すると、男性の平均寿命と女性の平
均寿命との間には、統計上有意な回帰状況がみら
れた。つまり男性の平均寿命が長い特別区ほど、女
性の平均寿命が長い傾向がみられ、統計上有意な
回帰直線が得られた(図3)。回帰式は、女性平均
寿命=0.80697 x 男性平均寿命 + 20.5777で
あり、統計学的にて有意な相関係数である 0.94837
が得られた。
図1 東京都23特別区別男性平均寿命の分布特性
図2 東京都23特別区別女性平均寿命の分布特性
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図3 東京都23特別区別性別平均寿命の相関図
と回帰直線
ト 2)東京都23特別区別平均寿命の基礎統計
東京都23特別区別平均寿命平均値をみると、男
性は、 75.95歳、女性は、 81.83歳であった。男性
で最も短い平均寿命は足立区の74.7歳であり、女
性では足立区の 80.7歳であった。
男性で最も長命だったのは世田谷区の77.4歳で
あり、女性では目黒区、世田谷区、杉並区の83.0
歳であった。最大と最小の平均寿命格差は、男性
で、 2.7歳、女性で、 2.3歳であった(表2)。
表2 東京都23特別区別平均寿命の基礎統計
ま皇室盆
男性 女性
平均値 75.95 81.87 
標準偏差 0.87 0.74 
変動係数 1.15 0.91 
最短値 74.70 80.70 
最長値 77.40 83.00 
範囲 2.70 2.30 
ト 3)東京都23特別区別主要死因標準化死亡比の
基礎統計
東京都各23特別区別主要死因標準化死亡比の分
析結果をみると、女性の脳血管障害標準化死亡比
を除けば、主要死因標準化死亡比の平均値は、全
国の平均値100と比べて、いずれも 100以下であ
り、全国値を下まわっていた。しかしながら、 23
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表3 東京都23特別区別男性平均寿命とその順位
順位区名 平均寿命 順位区名 平均寿命
1) 世田谷区 77.4 13) 港区 75.8 
2) 杉並区 77.3 13) 品川区 75.8 
3) 目黒区 77.2 15) 千代田区 75.5 
4) 渋谷区 77.0 16) 中央区 75.4 
5) 中野区 76.9 17) 葛飾区 75.1 
6) 練馬区 76.8 18) 江東区 75.0 
7) 新宿区 76.4 18) 江戸川区 75.0 
7) 文京区 76.4 20) 台東区 74.8 
7) 板橋区 76.4 20) 墨岡区 74.8 
10) 豊島区 76.2 20) 荒川区 74.8 
10) 北区 76.2 23) 足立区 74.7 
12) 大田区 75.9 
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図4 東京都23特別区別男性平均寿命
表4 東京都23特別区別女性平均寿命順位
順位区名 平均寿命 順位区名 平均寿命
1) 目黒区 83.0 13)大田区 81.8 
1 ) 世田谷区 83.0 14)文京区 81.6 
1) 杉並区 83.0 15)中央区 81.4 
4) 渋谷区 82.9 16)千代田区 81.2 
5) 新宿区 82.7 17)台東区 81.1 
6) 中野区 82.6 17)墨田区 81.1 
7) 港区 82.2 17)江東区 81.1 
7) 板橋区 82.2 17)江戸川区 81.1 
7) 練馬区 82.2 21)葛飾区 81.0 
10) 北区 82.1 2)荒川区 80.9 
11) 品川区 82.0 23)足立区 80.7 
11) 豊島区 82.0 
特別区別にその格差をみると、最大値と最小値の
格差は、心臓疾患で約2.5倍であった。最も変動係
数(標準偏差/平均x100)が高かった疾病は、女
性の心臓病標準化死亡比と、がん標準化死亡比で
あった。
女性で最も低い心臓病標準化死亡比は、渋谷区
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図5 東京都23特別区別女性平均寿命
表5 東京都23特別区別主要死因標準化死亡比の基礎統計
心臓病標準化死亡比 脳血管障害標準化死亡比
男性 女性 男性 女性
97.90 91.39 98.94 98.77 108.37 
標準偏差 8.08 8.68 7.72 11.83 7.21 5.88 
変動係数 8.20 8.86 8.44 11.96 7.30 5.42 
最小値 87.00 85.50 80.80 82.10 88.90 99.80 
最大値 109.90 113.00 105.40 125.30 110.60 122.20 
範囲 22.90 49.30 24.40 42.50 21.50 12.40 
標準化死亡比:ST ANDARD MORT ALITY RATEを示し、分析したデータ年次は1988年
から 1993年までの5年間の死亡数を累積し、 1990年の人口
構成によって標準化したものである。
がん標準化死亡比
男性 女性
98.53 1 
8.68 
8.86 
85.50 
の82.1であり、最も高い心臓病標準化死亡比は、荒
川区の 125.3であった(表5)。
ト 4)東京都23特別区市町別平均寿命と主要死因
の相関係数行列
男性の平均寿命は、男女別三大主要死因との聞
に統計上有意な負の相聞がみられた。女性の平均
寿命も、同様な負の相関が得られた。つまり、男
女共に平均寿命が長い特別区では、いずれの主要
死因標準化死亡比も統計学的に見て有意に低い傾
向を示した(表6)。
一方、がんの標準化死亡比が高いと、脳血管障
害と心臓病の標準化死亡比が男女共に高い傾向を
示し、統計学的に見て有意な傾向を示した(表6)。
2)東京都23特別区別人口社会経済要因の基礎統
計
ここでは、 2-1)東京都23特別区別人口要因の
基礎統計と 2-2)東京都23特別区別社会経済要因
表6 東京都23特別区市町別各主要死因の相関係数行列
変数名 1) 2) 3) 4) 5) 6) 7) 8) 
1)男性平均寿命 1. 000 
2)女性平均寿命 O. 948料本 1. 000 
3)男性がん標準化死亡比 -0. 951本牢本 0.904林本 1. 000 
4)女性がん標準化死亡比 ヤ 0.918本本本一0.855本草木 O. 982牢牢牢 1. 000 
5)男性脳血管障害標準化死亡比 一0.952本林ー0.920本料 0.980本料 O. 930料牢 1. 000 
6)女性脳血管障害標準化死亡比 一O.772牢料 O. 724本林 O. 789料牢 0.780本料 0.794本料 1. 000 
7)男性心臓病標準化死亡比 0.890牢本本 0.829本林 0.932本木本 0.912牢牢牢 0.920本本本 O. 759牢牢牢 1. 000 
8)女性心臓病標準化死亡比 -0. 884本本本 0.849本牢本 O. 944本牢本 0.896林牢 O. 948牢林 0.638本本本 0.862料牢 1. 000牢牢
*:Pく 0.001
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の基礎統計について述べる。
2-1)東京都23特別区別人口要因の基礎統計
国勢調査人口を23特別区平均で見ると、 1985年
からの5年間で人口が1万人減少している。年齢階
級別に人口比率を見ると、 65歳以上の比率は 12%
であり、その最小最大は、 7.986%と 16.574%で
あり、二倍以上の格差を示した(表7)05歳間隔
の人口区分では、 20-24歳の大学生世代の割合が
9.785 %と最も多く、その標準偏差が最も大きかっ
た。
2-2)東京都23特別区別社会経済要因の基礎統計
東京都23区別にみた社会経済要因についての基
礎統計を表8に示した。
3. 2 東京都23特別区別平均寿命と人口要因、
社会経済要因との関連性
ここでは、1)東京都23特別区別平均寿命と人
口要因との関連性と 2)東京都23特別区別平均寿
命と社会経済要因との関連性について述べる。
1)東京都23特別区別平均寿命と人口要因との関
連性
平均寿命と人口要因との相関関係をピアソン積
率相関係数を求めて分析した。その結果、男性の
平均寿命と統計上有意確率0.1%以下で正の相関を
示したのは、年齢階級別人口で20-24歳、 25-29
歳、 30-34歳、人口当たりでみた一般世帯比と単
身世帯比それに人口当たりでみた転入人口であっ
た。一方、男性の平均寿命と統計上有意確率0.1% 
以下で負の相闘を示したのは、年齢階級別人口で
10-14歳、 45-49歳、 50-54歳それに 55-59歳
の割合であった。
女性の平均寿命と統計上有意確率0.1%以下で相
闘を示した要因は、ほとんど男性と同様な傾向を
示した(表的。
表7 謁査分析した人口学的説明要因の基礎統計
人口学的な説明要因 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
1 )国勢調査人口 1985年 23 363244.130 190629.881 50493 811304 
2)国勢調査人口 1990年 23 354937.957 198697.923 39472 789051 
3)年別人口0-4割合% 23 3.955 0.583 2.848 5.176 
4)年別人口5-9割合% 23 4.357 0.487 3.616 5.303 
5)年別人口 10-14割合% 23 4.967 0.466 4.126 5.931 
6)年別人口 15-19割合% 23 7.474 0.447 6.768 8.415 
7)年別人口20-24割合% 23 9.785 1.259 7.875 12.263 
8)年別人口25-29割合% 23 8.320 1.055 6.548 10.448 
9)年別人口30-34割合% 23 6.732 0.605 5.176 7.583 
10)年別人口35-39割合% 23 6.846 0.430 5.515 7.844 
11)年別人口40-44割合% 23 8.429 0.460 7.656 9.709 
12)年別人口45-49割合% 23 7.494 0.502 6.615 8.484 
13)年別人口50-54割合% 23 6.849 0.552 5.946 7.895 
14)年別人口55-59割合% 23 6.482 0.469 5.800 7.669 
15)年別人口60-64割合% 23 5.342 0.502 4.229 6.469 
16)年別人口65一割合% 23 12.098 2.103 7.986 16.574 
17)昼夜間人口比% 23 295.368 543.738 74.518 2626.188 
18)住民基本台帳人口伸率% 23 99.104 1.297 95.700 101.400 
19)転入人口比率%1991年 23 7.128 1.521 4.901 9.721 
20)転出人口比率%1991年 23 8.169 2.292 5.179 14.585 
21)一般世帯比率%1990年 23 41.324 3.387 35.948 46.838 
22)単身世帯比率%1990年 23 16.130 4.191 9.474 23.292 
3)年別人口0-4割合%:総人口に対する、 0-4歳の年齢階級別人口比率を%示す。
18)住民基本台帳人口伸率:1991年に対する 1992年の伸び率を示す。
19)転入人口比率1991% : 1991年の人口 100人あたりの転入人口比率%を示す。
率:単位人口100人あたりの比率を示す。以下同様である。
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表8 調査分析した社会経済要因の基礎統計
社会経済説明要因 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
1)民力総合指数1993年 23 467. 752 400.961 139.900 2125.000 
2)一人当たり民力指数1993年 23 457. 796 1213.122 91. 700 5935.800 
3)人口千人当たり総面積1991km2 23 0.085 0.051 O. 049 0.294 
4)人口百人当たり総事業所数1991年 23 14. 794 20.601 3.772 91. 794 
5)人口百人当たり就業者総数1990年 23 55.209 2.053 51. 764 59.536 
6)一次産業人口割合% 23 0.109 0.101 0.025 0.391 
7)二次産業人口割合% 23 14.532 4.083 8. 180 22.470 
8)三次産業人口割合% 23 39. 925 4.246 34.256 50. 215 
9)人口百人当たり小売商底数1991年 23 1. 953 1. 775 0.931 9. 158 
10)人口一万人当たりスーパーマーケット底舗数1992年 23 0.970 o. 263 0.500 1. 400 
11)人口千人当たり飲食底数1989年 23 1. 255 1. 854 0.281 8.338 
12)人口一万人当たり金融機関庖舗数1992年 23 7.864 13.265 1. 649 56.496 
13)人口千人当たり農業粗生産額1991年(千万円) 23 o. 008 0.014 0.000 0.051 
14)人口千人当たり工業製造出荷額(百万円) 23 341. 174 633.838 20. 756 3158.875 
15)人口百人当たり商庖年間販売額1991年(百万円〕 23 12123.929 36768.395 229.632 174851.951 
16)人口百人当たり小売商庖販売額1991年(百万円) 23 393. 703 67. 188 81. 154 2624.526 
17)人口百人当たり全国銀行預金残高1992年(百万円) 23 11398. 752 39565.508 174.6 191127.039 
18)人口一人当たり課税対象所得額1992年(万円) 23 258.846 99.705 172.235 582.469 
19)所得格差1992年(全国=100) 23 172.557 59. 797 113.700 342.400 
20)人口一人当たり地方税収入額1991年(万円) 23 15. 142 9. 786 7. 157 49.582 
21)地方税収入額伸び率1991/1990年(%) 23 105.361 2.440 97.800 109.700 
2)人口一人当たり歳出総額1991年(万円) 23 40.991 25. 368 26.043 145. 186 
23)人口百人当たり乗用自動車保有台数1992年 23 24.862 14. 004 15.036 79. 664 
24)人口百人当たり住宅着工数1992年 23 1. 139 0.366 0.426 1. 936 
人口は1990年の国勢調査人口で除した。
表9 東京都23特別区別平均寿命と人口要因との相関性
変数名
1)男性平均寿命
2)女性平均寿命
1)男性平均寿命 2)女性平均寿命
1.000 
3)国勢調査人口1985年
4)国勢調査人口1990年
5)年別人口0-4割合%
6)年別人口5-9割合%
7)年別人口10-14割合%
8)年別人口15-19割合%
9)年別人口20-24割合%
10)年別人口25-29割合%
11)年別人口30-34割合%
12)年別人口35-39割合%
13)年別人口40-44割合%
14)年別人口45-49割合%
15)年別人口50-54割合%
16)年別人口55-59割合%
17)年別人口60-64割合%
18)年別人口65一割合%
19)昼夜間人口比%
20)住民基本台帳人口伸率%
21)転入人口比率%1991年
22)転出入口比率%1991年
23)一般世帯比率%1990年
24)単身世帯比率%1990年
本:p < 0.05 牢本:p < 0.01 
0.948本本本 1.000 
0.287 0.238 
0.242 0.183 
-0.294 -0.343 
-0.488本 ー0.534牢本
一0.644牢本本 ー0.699牢牢牢
-0.217 -0.372 
0.803牢牢牢 0.686牢本本
0.797牢味本 0.760牢牢本
0.745本本牢 0.762牢埠本
一0.043 0.073 
-0.470牢ー0.296
ー0.867牢牢牢 ー0.772本本牢
ー0.922牢牢本 一0.878本本本
0.767本本牢 ー0.738本本本
-0.262 -0.248 
ー0.087 -0.063 
0.149 -0.194 
0.090 -0.177 
0.673本牢牢 0.622牢牢
0.453牢 0.456本
0.798本牢本 0.853本牢本
0.779本本牢 0.824牢牢本
牢牢本 :pく 0.001以下同様。
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表10 東京都23特別区別平均寿命と社会経済学的要因との相関性
変数名 1)男性平均寿命
1)男性平均寿命 1.000 
2)女性平均寿命 0.948牢林
3)民力総合指数1993年 ー0.054
4)一人当たり民力指数1993年 0.139 
5)人口千人当たり総面積1991km' -0.234 
6)人口百人当たり総事業所数1991年 0.217 
7)人口百人当たり就業者総数1990年 0.697本料
8)一次産業人口割合% 0.075 
9)二次産業人口割合% 一0.662本料
10)三次産業人口割合% 0.291 
11)人口百人当たり小売商庖数1991年 一0.205
12)人口一万人当たりスーパーマーケット庖舗数1992年 0.430* 
13)人口千人当たり飲食庖数1989年 ー0.184
14)人口一万人当たり金融機関底舗数1992年 一0.196
15)人口千人当たり農業粗生産額1991年(千万円) ー0.062
16)人口千人当たり工業製造出荷額(百万円 -0.216
17)人口百人当たり商底年問販売額1991年(百万円-0.154 
18)人口百人当たり小売商底販売額1991年(百万円-0.164 
19)人口百人当たり全国銀行預金残高1992年(百万円) -0.140 
20)人口一人当たり課税対象所得額1992年(万円 0.150
21)所得格差1992年(全国=100) 0.237 
2)人口一人当たり地方税収入額1991年(万円 0.097
23)地方税収入額伸び率1991/1990年(%) 0.072 
24)人口一人当たり歳出総額1991年(万円) 臥227
25)人口百人当たり乗用自動車保有台数1992年 0.160 
26)人口百人当たり住宅着工数1992年 0.359 
2)女性平均寿命
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2)東京都23特別区別平均寿命と社会経済要因と
の関連性
東京都23特別区別の平均寿命と社会経済要因と
の相聞を、スピアマンの相関係数を求めて分析し
た。その結果、一般的にみて平均寿命は、財政関
連要因以外の社会経済要因と負の相関関係を示し
fこ。
男性の平均寿命と統計学上有意確率0.1%以下で
負の相聞を示したのは、人口当たりでみた就業者
総数それに二次産業比率であった。これらの傾向
は、女性の平均寿命でも同様の傾向を示した。女
性の平均寿命と統計上有意確率1%以下で正の相聞
を示したのは、人口当たりでみたスーパーマーケ
ット庖舗数であった(表10)。
3. 3 東京都23特別区別男女別平均寿命の規
定要因
ここでは、東京都23特別区別平均寿命の規定要
因を性別に分けて、1)東京都23特別区別男性平
均寿命の規定要因と 2)東京都23特別区別女性平
均寿命の規定要因について述べる。
1)東京都23特別区別男性平均寿命の規定要因
男性の平均寿命を従属変数とし、人口要因と社
会経済要因を説明要因として重回帰分析を実施し
た。男性の平均寿命は、 50-54歳代の人口比率が
高い区ほど、単位人口当たりでみた就業者が多い
ほど、統計学的にみて有意に短かった。これらの
説明変数によって、男性の平均寿命の88%が説明
された(表 11)。
2)東京都23特別区別女性平均寿命の規定要因
女性の平均寿命は、単位人口あたりで見た単身
世帯が多いほど統計学的にみて有意に長く、人口
当たりでみた従業者数が多い区ほど統計学的にみ
て有意に短かった。これらの説明変数によって、女
性の平均寿命の78.1%が説明された(表12)。
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表1 東京都23特別区別男性平均寿命を従属変数とする重回帰分析
変数 偏回帰係数(標準誤差) 標準偏回帰 F値Cp値) 偏相関
係数 係数
50-54歳入口比率
就業者率1990
1. 030936C 
O. 129550C 
0.015247C 
0.266798) -0.651433 14. 931CO. 00105) 仏6634
0.038143) -0.304437 1. 536CO. 00303) -0.6146 
単身世帯比 0.018(38) 0.121687 0.669CO.42345) 0.1845 
定数 89.574401 
重相関係数(二乗 0.95278C0.90780) F値 62. 355C 3. 19) 
自由度調整済重棺関係数 0.94511C 0.89324) p値 P<0.0001 
自由度再調整済重相関係数 0.93803C 0.87989) 
AIC 14. 234 
AIC:赤池の指標を示す。以下同様。
表12 東京都23特別区別女性平均寿命を従属変数とする重回帰分析
変数
単身世帯比
偏回帰係数(標準誤差) 標準偏回帰 F値Cp値) 偏相関
係数 係数
0.074914C 0.010754) 0.702652 48. 530CO. 00000) 0.8415 
就業者比率1990年
定数
0.141201C 0.03(522) -0.389957 14. 947CO. 00096) -0.6540 
86. 778596 
重相関係数(二乗)
自由度調整済重相関係数
自由度再調整済重相関係数
AIC 20.673 
4.考察
0.90344C 0.81621) 
0.89321C 0.79783) 
0.88373C 0.78098) 
4. 1 東京都23特別区別健康指標の実態
総合化された健康指標の一つである平均寿命を
東京都23特別区別に比較すると、区によって大き
な格差がみられた。一般に、城西地区の各区にお
ける平均寿命は長いのに対して、城東地区の各区
における平均寿命が短い傾向を示した。それらの
最長と最短の格差は、男性で2.7年、女性で2.3年
であった。
主要死因標準化死亡比について23特別区別に比
較すると、いずれの死因でみても格差がみられた。
特に最大の死因であるがんによる標準化死亡比を
みると、東京都城西地区の死亡比は、城東地区に
比べて男女共に低い傾向を示した。
筆者らは、東京都の健康水準を23特別区別に総
死亡率や標準化死亡比でみると大きな格差がみら
れていることを15年前に報告してきたL九今回調
査分析した平均寿命の23特別区別比較結果は、従
F値 4.410C 
p 値 P<0. 0001 
2. 20) 
来の地域格差とほぼ同様な傾向を示した。またそ
の格差は依然として改善されていないことが明ら
かになった。
都道府県別に平均寿命を見ると、その順位や格
差は大きく変動している。重松9) らは、我が国の都
道府県別にみた平均寿命の変遷をみると、かつて
の短命県が長命化した反面、かつての長寿県では
短命化し、平均寿命の順位が低下した県もあるこ
とを報告していた。筆者ら叫は、 47都道府県別に
みた平均寿命の伸び率を 1965年から比較検討する
と、 1965年と 1970年のデ タが得られない沖縄
を除いて、東京都が全国で最も伸びが少ないこと
を報告した。このように、都道府県レベルでみた
平均寿命の格差は、大きく変動しているものの、 23
特別区の平均寿命格差は、変動が少なくほぼ固定
されていることが明確になった。
4. 2 東京都23特別区別健康指標と関連要因
男性の平均寿命と社会経済要因との関連を分析
して、統計上有意に負の相闘を示したのは、人口
当たりでみた就業者総数それに二次産業比率であ
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り、人口当たりで見たスーパ マ ケット数とは
正の相闘を示した。女性も同様な傾向を示した。一
般的にみて財政関連要因以外の社会経済要因とは、
負の相関関係を示した。
男性の23特別区別平均寿命と統計上有意な正の
相関を示した人口要因は、年齢階級別人口で、 20
24歳、 25-29歳、 30-34歳、人口当たりでみた
一般世帯比と単身世帯比、それに人口当たりでみ
た転入人口であった。一方、男性の平均寿命と統
計上有意確率0.1%以下で負の相聞を示したのは、
年齢階級別人口で10-14歳、 45-49歳、 50-54歳
それに55-59歳の割合であった。女性の場合も男
性とほとんど同様な傾向を示した。
一般的に見て、男女共に平均寿命の長い特別区
は、 20-34歳までの大学生ないし若年勤労者比率
が高く、転入人口比率と単身世帯の比率が高く、二
次産業比率に就業する比率が低く、全体的にみた
就業者の比率も少なく、スーパーマーケット数が
多い区であることが示された。これらの調査結果
から、大学生を含む単身世帯の流入する割合が高
く、学生であるが故に就業につかずに、就業する
にしても製造業としての二次産業への比率が少な
く、比較的消費購買力が高くスーパーマーケット
が整備されている区ほと、平均寿命が長い傾向を
示した。健康面でみると比較的元気な大学生の特
別区内への流入によって、若年者の死亡率が相対
的に低くなり、結果的に平均寿命を高めている可
能性があることが推測された。武田は山人口3万
人未満の小都市の20歳以上の若年男性の平均余命
の延長が伸び悩んでいる背景として、健康水準の
i高い若年男子が小都市から東京23特別区のような
大都市部へと転入している可能性があることを報
告している。本研究においても 20-34歳までの年
齢階級人口と平均寿命との相聞は、統計上有意な
正の関連を示していた。健康水準の高い若年者が
都市に流入することによって平均寿命にどの程度
影響するのかについても、詳細な調査分析が求め
られるであろう。
本研究において男女とも平均寿命と有意な負の
相聞を示した、社会経済要因である人口当たりで
見た第二次産業就業者については、加藤ら山が愛
知県の40歳以上の住民を対象に他の職種と比較し
たところ、食習慣については農林漁鉱工業従事者
の野菜・果物の摂取が低く、インスタント食品の
摂取が多いこと、喫煙率、飲酒率ともに高いこと
及び、胃がん検診の受診率が低いことなど、必ず
しも健康的な習慣を持ち合わせていないことを指
摘していることから、職業や就業形態によって健
康・生活習慣が異なり、直接的ないし間接的に死
亡率と平均寿命に影響を与えている可能性が示唆
される。
一方、都市部の中年層の健康改善が遅れている
ことが、杉沢凶、南沢凶、朝倉刷、山崎ら国らによ
って既に報告されている。死亡率の改善が停滞し
ている大都市部の中年期男性について、著しい地
域格差が存在していることは、東京都江東区と文
京区、大阪市、川崎市などの大都市住民について
すでに報告されている。今回の分析でも、 45-49
歳、 50-54歳それに55-59歳の人口構成の割合が
高い区ほど平均寿命が短い傾向を示したことと併
せて、詳細な研究が求められる。
なお、武田川は、 20-34歳までの3階級の若年
女子の都市人口規模と平均余命との聞に有意差は
認められず、平均余命の延長と社会経済指標と関
連も見られないことを報告している。しかし、高
岡町は、横浜市内の女子の全死亡のSMRと、二次
産業就業者割合の社会因子との相聞は、昭和50年
から昭和60年にかけて男子と同様の傾向を呈する
ようになり、大都市内の高度な過密・市街化の死
亡率への影響は、女性にも反映されつつあると報
告している。
4. 3 東京都23特別区別男女別平均寿命の
規定要因
本研究の多変量解析の結果では、男性の平均寿
命は、 50-54歳代の人口比率が高いほど、また人
口単位当たりでみた就業者が多いほど、統計学的
にみて有意に短かった。これらの説明変数によっ
て、男性の平均寿命の88%が説明された。女性の
平均寿命は、単身世帯比率が高いほど統計学的に
みて有意に長く、人口当たりでみた従業者数が多
いほど統計学的にみて有意に短かった。これらの
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説明変数によって、女性の平均寿命の78.1%が説
明された。
ここで示された統計学的に検討した要因は、人
口要因と社会経済要因に関する一部の要因である。
今後は、人口要因や社会経済要因に関する他の要
因を追加して検討すると共に、日常生活習慣や社
会ネットワーク要因、保健医療要因それに水や空
気などの自然環境要因との関連性についても、追
加調査研究すべきであろう。またある要因が疾病
や健康障害と関連していたとしても 20ないし30年
単位のタイムラグがみられることから、 20ないし
30年前の年次の説明変数と現在の健康水準との関
連についても分析することが必要とされるであろ
つ。
4. 4 今後の研究課題
今回の分析調査結果によって、東京都を 23特別
区別に平均寿命を見ると依然として地域格差がみ
られていることが明らかとなった。また東京都の
平均寿命は、 1965から 1980年近くまでは、全国
の中で最も高い平均寿命を誇ってきたが、過去30
年の平均寿命の伸び幅をみると、沖縄を除いて最
も伸び幅が少ない都道府県になっていた。同様に
神奈川県、愛知県、大阪府なども東京都と同様な
傾向を示していた。保健医療システムが最も充実
していて、若者を引きつけている都府県が、最も
平均寿命の延び幅が少ない背景要因とその理由を
明確にしていくことと、伸び率についても明確に
することが今後の課題であろう。
このような課題を解決していくための前提条件
としては、死亡率格差を規定する要因を明確にし、
それらのなかで制御可能要因に注目した調査研究
をすすめていくことが特に重要であろう。死亡率
の地域格差の背景要因を探るためには、死亡率を
規定することが既に報告されている要因としての
保健医療18 問、日常生活習慣田町、社会ネットワー
ク町、家屋を含めた環境田町との関連についても
特別区別に調査研究していくことが求められよう。
地域の健康格差を規定するその他の要因として、食
文化、気候、上水道などの生活環境要因との関連
性についても詳細な研究が求められるであろう。
今回の調査研究では、平均寿命や主要死因標準
化死亡比格差を規定する要因の中で、一部の人口
要因と一部の社会経済要因に着目して調査を実施
したが、必ずしも効果的な制御要因が明確になっ
た訳ではなL、。また保健医療福祉に関する要因に
も着目して調査を実施していく必要があり、現在
はまだ分析準備中である。さらに今回の調査は、死
亡率の実態を23特別区別に分けて分析したものに
すぎなL、。たとえ死亡率が低い23特別区であって
も、同一区内の各地域が同様な状況を示さずに、細
分化された地域別に分析すれば、さらに大きな格
差がみられることも推測されている。しかしなが
ら、それぞれの特別区の小地域毎にその死亡実態
を分析した報告は、今までのところ原著論文では
報告されていない。また、島艇の町村の健康実態
は分析されていなL、。さらに今回の調査は、 23特
別区別平均寿命や主要死因標準化死亡比格差の断
面的な実態は明確になったが、時系列的な変遷に
ついては分析されていなL、。その他の研究課題は、
各年齢階級別に分けた死亡率を23区別に比較検討
し、年齢階級別にみた23区の各年齢階級別死亡率
の格差と平均寿命格差との関連性を比較すること
である。このことによって、平均寿命の地域格差
は、各年齢階級別にみた死亡実態によってどのよ
うに反映しているのかが明らかになるであろう。
東京都衛生局では、全国の道府県に先駆けて、老
人保健事業10年間の総まとめを筆者らも関与して
報告している叫が、老人保健事業によって東京都
の23特別区別死亡率格差の是正にどのように寄与
していたのか、ないしはしていないのかについて
の検討は加えられていない。
地域保健法の施行によって保健所機能強化が示
されたことから、保健医療福祉関連の情報システ
ムを活用して、 23特別区の健康特性を細分化して
地域毎に明確にしたり、それらの背景要因を明確
にする調査研究が推進されることが期待される。
高野ら叫が示すように、住民の健康に最重点を
おいた都市政策の推進が「健康都市プロジェクト」
として強く認識されるようになり、東京都におい
てもこれらの背景と制御要因を明確にする研究が
望まれていると言えよう。
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今後の具体的な課題としては、それぞれの区が
「だれでもが生き生きしたまちづくり」などと、理
念的にみた健康な町づくり計画を策定することを
第一義的な課題としてきた時代から、自分たちの
特別区の健康実態がどのようになっているのか、ど
のように変遷しているのか、全国の状況と比べた
らどうなっているのか、その背景要因は何なのか
に関する科学的な要因を探り、課題を設定し、具
体的な解決策を見いだしつつ、将来の目標値を設
定し、優先性の高い分野から徹密で継続的な対策
を進めていくことが求められていくであろう四 4ヘ
行政施策として、「だれでもが生き生きしたまち
づくりJなどという客観的には評価ができにくい
「理念的な目標を」をかかげるのではなくて、実態
を数量的に明示し、解決策を住民と共に探り、関
係者や関係機関と共に共働した組織力を生かし、科
学的に対処していくことが求められている岨刷。こ
の場合、ただ単に寿命を延ばすことだけを目標と
するのではなく、質の高い寿命を延ばしていくこ
とが大切であろう。
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Life expectancy in Japan has increased rapidly compared with life expectancies in other 
developed countries. The rates of this increase， however， isnot the same among al 23 wards of 
Tokyo. 
Correlational and descriptive analyses were performed based on a) the indices of main 
causes of death between 1988 and 1993， and b) life expectancy as of 1990 in the 23 wards of 
Tokyo in order to grasp the distribution of life expectancy and the Standard Mortality Rate 
(SMR) for cancer， heart disease and cerebrovascular disease， and to clarify the correlational 
factors of these health indicators. Data were obtained from al 23 wards of Tokyo， giving an 
analytical cover rate of 100%. Demographic and socioeconomic data were also obtained from 
the MINRYOKU Database provided by the Asahi Shimbun in 1993. 
The main results were as follows: 
1) Large differences， inlife expectancy and in each SMR， existed in the 23 wards of Tokyo. 
Life expectancy was longer in the western wards of Tokyo than in the eastern ones. 
2) There was a sizeable year gap between the ward with the highest life expectancy and the 
ward with the lowest life expectancy: 2.7 years for men and 2.3 years for women. 
3) The SMR for cancer was higher in the eastern wards than in the western ones. 
4) The SMR for cancer was positively correlated with the SMR for rate of heart disease for 
both sexes. 
5) Life expectancy was negatively correlated with the working population rate and the 
proportion of people employed in secondary industry for both sexes. 
6) Life expectancy was positively correlated with the number of supermarkets per head of 
population and the proportion of people aged between 20 and 34 in the overall population 
for both sexes. 
7) Multivariate analysis indicated that the working population rate was negatively correlated 
with life expectancy for both sexes. 
8) The review of the findings suggests that further studies are needed to clarify not only the 
descriptive health status but also the relationship between the main controllable factors and 
discrepancies of life expectancy among the wards of Tokyo. 
9) These findings have important consequences for prioritizing public health policies. More 
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sophisticated epidemiological research projects wi1 asist the formulation of public health 
strategies in Tokyo. 
